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・税外未収金の総額は、平成２８年度末の２４億５，４９５万円が、平成２９年度末には、
２４億５,９６６万円になり、４７１万円（対前年度０．１９％）増加した。

※ 平成２５年度条例施行以降、税外未収金の総額は減少傾向にあるが、平成２９年度は

企業の雇用要件未達に伴う企業立地事業補助金（超大量雇用加算部分）の返還が新規

に発生したことにより若干の増加となった。
（平成２４年度末 ２６億９,４９６万円 ⇒ 平成２９年度末 ２４億５,９６６万円）

・平成２９年度の債権回収計画の県全体での達成率は８８．８％であった。

・平成３０年度は１４億８，２６６万円を計画的に回収に取り組む債権に分類し、そのうち
１億６，７１４万円（２９年度回収実績の１１．８％増）の回収を目標としている。

〇債権の回収に関する計画達成状況 （単位：千円）

平成２９年度
平成28年度末 平成29年度 平成29年度末
未収債権額 回収目標額 回収等実績額 目標達成率 不納欠損額 現年未収額 未収債権額

（議会報告済）（今回報告） (A)-(B)
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） -(C)+(D)

(2,528,362) (181,015) (12,183) (119,786) (2,454,950)
合 計

2,454,950 149,493 8,594 162,793 2,459,656

計 画 的 (1,557,404) (174,235) (180,909) (103.8％) (10,247)

回収債権 1,478,092 168,326 149,428 88.8％ 5,276

(970,958) (106) (1,936)
その他債権

976,858 65 3,318

〇債権の回収に関する計画

平成３０年度
平成29年度末
未収債権額 回収目標額 回 収 率

（今回報告）
（Ｅ） （Ｆ） (F)/(E)

(2,454,950)
合 計

2,459,656

計 画 的 (1,478,092) (168,326) (11.4％)

回収債権 1,482,663 167,137 11.3％

(976,858)
その他債権

976,993

※上段（ ）書きは、前年度の金額・率

・「計画的回収債権」：税外未収金のうち、計画的に債権回収に取り組む債権をいうが、債務者の

資力が乏しく分割納付を認めているもの、遠隔地居住等により面談・交渉が困難なものがある。

・「そ の 他 債 権」：「計画的回収債権」以外の債権で、回収に取り組むものの、現実には次のよ

うな事情があることから計画的な回収が難しいものである。

① 法人が事業休止し（事実上の倒産）、再開の見込みがないもの

② 債務者が所在不明のもの

③ 債務者が破産・免責されたもの

④ 債務者が資力がないもの

⑤ 債務者が死亡し、相続人が不存在のもの

⑥ その他特別な事情があるもの



- 2 -

１ 平成２９年度債権回収計画の達成状況

（単位：千円）

（注）千円未満の端数を四捨五入しているため、合計及び回収率が合わない場合がある。

回収額 回収率 回収額 回収率

元気づくり総本部 14 13 13 100.0% 1 10.4% 1 0

総務部 15,507 14,348 2,794 19.5% 2,523 17.6% 0 4

地域振興部 7 7 7 100.0% 0 0.0% 0 0

福祉保健部 118,025 111,326 19,422 17.4% 14,216 12.8% 60 6,096

生活環境部 248,388 246,254 16,376 6.7% 13,296 5.4% 0 32

商工労働部 664,046 659,925 8,832 1.3% 1,121 0.2% 0 0

農林水産部 34,271 25,193 3,269 13.0% 1,604 6.4% 0 0

県土整備部 939,844 987 763 77.3% 184 18.6% 4 20

教育委員会 253,609 250,383 71,778 28.7% 72,500 29.0% 0 1,374

警察本部 1,519 1,519 700 46.1% 211 13.9% 0 90

病院局 179,720 168,136 44,372 26.4% 43,773 26.0% 0 980

　　　合　　計 2,454,950 1,478,092 168,326 11.4% 149,428 10.1% 65 8,594

過
年
度
分

部局名
平成２８年度末
未収債権額

計画的回収債権

その他債権
回収額

不納欠損等
債権額

目標 実績
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２ 平成３０年度債権回収計画

（単位：千円）

（注）千円未満の端数を四捨五入。ただし部局単位の合計債権額が500円未満の場合は切り上げている。

このため、合計が合わない場合がある。

※ 主な取組方針

（１）債権ごとの管理マニュアル等を踏まえ、債権の性格を踏まえた適切な債権管理を行う。

（２）債務者の状況を把握し、債権の分類を行うことにより、説明責任を果たしつつ、メリハリをつ

けた債権管理を行う。

（３）早期に電話及び訪問により粘り強く交渉するとともに、職員による対応が困難な債権について

は、債権回収会社等への委託を行う。

また、委託による成果が見込めない場合、法的措置を講ずる。

回収額 回収率

元気づくり総本部 12 12 12 100.0% 1 公文書の写しの交付に係る経費（12）

危機管理局 1 0 0 - 0
原子力防災対策事業費補助金額の再確定に
伴う返納金(196円)

総務部 13,241 12,080 2,247 18.6% 2,523
過年度分恩給過払返納金（1,651）
過年度非常勤報酬返納金（28）
鳥取県専修学校等奨学資金返還金（11,561）

地域振興部 7 7 7 100.0% 0 物品の売払収入（3）

福祉保健部 117,722 114,218 20,162 17.7% 14,216
母子福祉資金貸付金元利収入（52,082）
看護職員修学資金貸付金、理学療法士等修
学資金貸付金返還金(21,677)

生活環境部 244,906 240,617 17,274 7.2% 13,296
県営住宅明渡等請求事件損害賠償金等
（156,429）
県営住宅使用料等（52,629）

商工労働部 712,511 708,390 12,320 1.7% 1,121
中小企業高度化資金等貸付金（555,552）
企業立地事業補助金（95,374）

農林水産部 34,701 25,623 2,696 10.5% 1,604 国営大山山麓土地改良事業負担金（6,364）

県土整備部 944,526 2,442 1,571 64.3% 184 河川法第67条による原因者負担金（936,193）

教育委員会 221,062 220,666 67,855 30.7% 72,500
進学奨励資金貸付金返還金（115,209）
育英奨学資金貸付金返還金（104,862）

警察本部 1,769 1,769 461 26.0% 211 交通安全施設復旧経費（1,109）

病院局 169,197 156,837 42,534 27.1% 43,773 医業未収金（168,808）

　　　　合　計 2,459,656 1,482,663 167,137 11.3% 149,428

主な未収金部局名
平成29年度末
未収債権額

計画的回収債権

債権額
目　標 平成29年度

回収実績
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３ 個別の回収状況を報告する債権(１件７千万円以上の債権)

債 権 額
これまでの取組状況と

主たる債務者等 延滞開始後 債 権 の 概 要
今 後 の 取 組 方 針の回収実績

Ａ社 ・採石場敷地内に堆積 ・法人は既に解散されていること

（河川法第67条 889,268千円 していた土砂が崩落 から回収不能である。

による原因者負 し、千代川を閉塞さ ・一方、元役員に対して損害賠償

担金） 21,320千円 せたことから、県が の履行を求めており、督促を行

（うち 河川管理者として支 ったところ、少額ながら定期的

平 成 2 9 年 度 出した復旧費用を原 に納付されるようになった。

回収額4千円） 因者に求めているも ・今後も法人役員に対する弁済交

の 渉を継続する。

Ｂ社 ・地元小売業者による ・主債務者及び連帯保証人に対し

（中小企業高度 139,379千円 共同出資会社が共同 て弁済交渉や回収方針等の説明

化資金等貸付金） 店舗を建設するため を継続して実施し、抵当物件の

43,149千円 の資金を貸し付けた 処分をはじめ連帯保証人からの

（うち もの 弁済による回収を図っており、

平 成 2 9 年 度 平成２８年７月に主債務者の店

回収額400千円） 舗建物について競売による売却

決定がなされ、４，０７７千円

の配当を受けた。

・今後も賃料差押え物件の賃料回

収を進め、連帯保証人に対する

弁済交渉を継続する。

Ｃ社 ・木材業者４者による ・抵当物件の処分や事業継続中の

（中小企業高度 143,024千円 集成材を加工するた 連帯保証人からの定期的な弁済

化資金等貸付金) めの共同施設を新設 による回収を図った。

39,113千円 するための資金を貸 ・今後も連帯保証人に対する弁済

（うち し付けたもの 交渉を継続し、弁済額の増額を

平 成 2 9 年 度 目指す。

回収額270千円）

Ｄ社 ・砂利及び土砂生産販 ・延滞後、主債務者からの分割弁

（中小企業高度 141,972千円 売業者４者による人 済による回収を進め、事業廃止

化資金等貸付金) 工砂製造の共同施設 後においては、抵当物件の処分

164,245千円 を新設するための資 をはじめ、連帯保証人からの弁

（平成29年度は 金を貸し付けたもの 済による回収を図った。

回収できず） ・今後も残る抵当物件の処分を進

め、弁済交渉を継続する。


